
令和5年 6月 14日公布
公布の日から6か月以内に施行

空票等対策の推進に関する特川措置法の

T部を改正する法律

国土交通省住宅周
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背景と方向性

O居 住目的のない空家は、この20年で約1.9倍に
増加。今後、更に増加する見込みを

O現 行法 (平成26年制定)は、緊急性に鑑みて、
周囲に著しい悪影響を及ぼす空家 (特定空家)
への対応を中心に制度的措置を定めている。

■ 特定空家になつてからの対応は限界。 <状態>

【居住目的のない空家の数】
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【出典】:住宅・土地統計調査(総務省)

居住目的のない空家:人が住んでいない住宅で、例えば、転動・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や
建て替えなどのために取り壊すことになつている住宅など

空家の「活用拡大」、「管理の確保ょ  (
「特定空家の除却等」の3本柱で対応を強化

空家の発生

349

182

管理不全
悪化の防止
(管理の確保)

特定空家

方向性

(現行の「適切な管理の努力」に加え、)国・自治体の施策に協力する努力義務を追加所有者責務の強化
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1.活用拡大

Or里姦峯置m皿避区戯」を創設し、■途変更
や建萱二等を促進

― 中ヽ心市街地、地域再生拠点
′など

下市瞬田T村が活用垣量を明示
―指針に合つた空家置工を市区町村から

一 許認可等を合理化日円滑化

・前面に接する道が     でも、安全確保策※1
を前提に、整書身^静襲等を特例認定

※1市区町村と特定行政庁※2が協議して指針に規定
※2特定行政庁 :人口25万人以上の市又は都道府県等

田各用途地域で劃阻畠五と口途でも、指針
に定めた用途※へのな百を特例許可

※市区町村が特定行政庁の同意を得て指針に規定

コミュニティ・カフェとして活用

・口織をF奉訂の際、指針に沿つた空家活用が進むよう畑蔓盃配慮

４
ｍ

未
満
の
道

市街化調整区域内の空家の用途変更 螂市計画法)

接道規制の合理化 (建築基準法)

用途規制の合理化 (建築基準法)

(1)空家活用の重点的実施

○所有者に代わうて処分を行う盟
―
▲

n程体を市FmT村が裁判所に語藍

口所有者・活用希望者への普及啓発・情報提供
B所有者に寄り添つた相談対応、委託に基づく空家管理※

※市区町村が本人同意を得て法人に所有者情報を提供
巨委託を受けて所有者探索
B市区町村に財産管理制度の利用を提案  等

O

一 NPO法人、社団法人等を市瞬田T対が指車

の創設

(3)自―治体や所有者等へのサポート体制
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2.管理の確保

○国が「空家の萱理垣難」を告示    f
(定期的な換気、通水、庭木伐採等 )

①放置すれば特定空家となるおそれのある空家
(曽 I里系全黎褒)に対しト

○勧筈された空家は住居利用が難しくt敷地に係る
.固定資産税の住皇E地疑皿 (1/6等に減額)は盟陰

雌

一良

　

　

　

　

　

　

　

　

　

亜
心

＜ > <管理不全空家のイメージ>

窓が害」れた管理不全空家

管理不全空家…指導口勧告

特定空家…目指導日勧告「

命令山代執行

許

許

空家発生

そのままでは
特定空家化

(1)特 ,起窒こ家※イとの未然防止  ※周囲に著しい悪影響を与える空家

O所有者に代わうて建物管理を行う「嘗嘔里
イ案今後物曽憂里人」の選任を吉FttT村が

裁判所に語童

(2)管理不金建物管理制度の活用

○ :載盈銀祉塞にある所有者情報を市区町村
が

(3)所有者把握の円滑化
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3.特定空家の除却等

1 緊急代執行制度 (創設) ②代執行費用の徴収円滑化

〔通常の代執行〕 命令等 代執行

相当の 予

〔緊急代執行〕 命傘'等
1｀
、

代執行
ウ

E緊急時には不要〕

(緊急代執行を要する崩落しかけた屋根→ )

【緊急】代執行

通
常
の
代
執
行
と
同
じ

【略式】代執行
(所有者不明のとき)

囲
まず、所有者負担を裁判で争う必要

園
通
常
の
代
執
行
と
同
じ

に負担させ

る旨の確定判

裁判所に訴訟の提起

【通常の】代執行

田
直ちに所有者から強制徴収

(請求)知

○ 市属田T村が裁判所に聰纏璧箋些匈 (※ )の選拝を詣数
し、修 繕 や 処 分 を 実 施       (注 )民法上は、利害関係人のみ請求可

※相続財産清算人、不在者財産管理人、所有者不明建物管理人、管理不全建物管理人、管理不全土地管理人

財産管理人

裁判所 〔相続放棄口所有者不明等の空家〕

修繕口処分

選経請

判響醍揺Å =kt'」
なヽ

○ 団凰 墾 回 階 側 陸

を市区町村に付与し、

勧告 E命令等を円滑化



主な財政、金融、税制による支援措置 【参考】

O市区町村やNPOH民間事業者等による空き家
の活用や除却に係る取組に対して支援

<令和5年度拡充事項> (R5当 初予算

日市区町村が行う重点活用エリアの選定や活用方針の
の 支 援 上 限 の 引 上 げ (補助限度額 1,074千円/ha■ 1,528千円/ha)

・NPO由民間事業者等が行う改修や調査検討等に国が直接支援
するモデル事業を創設 (補助率調査検討等:定額、除却:2/5、 活用1/3)
口空き家の活用口除却に向けたフィージビリティスタディヘの支援
を創設 (補助率国と市区町村合わせて2/3等 )
日市区町村が代執行(緊急代執行を含む。)等をした除却に係る
補助率の引上げ (補助率2/5→ 1/D
B市区町村が所有者不明建物管理制度等を活用する際の予納金
等の補助対象への追加 (補助率1/2)

鰹
―サー イ

|

(R5当 初予算:236億円の内数 )

口空家の取得や改修を対象とし
た住宅ローンの金利引下げ期
間の延長

(例 )居住環境の整備改善のため、特定空家を除却

)地域活性化のため、空き 修

※この他、社会資本整備総合交付金等の空き家再生等推進事業により支援

現行

当初5年間
▲0.25%

拡充

(空き家対策)

当初10年間
▲0250/o

|※住宅金融支援機構と地方公共団体の

1 連携による融資制度

B=‐i:'t'こ虫ユi爵 `ぉ

財政・金融支援

日相続人が、相続した空家を一定の要件を満たして譲渡した場合、譲渡所得から
3,000万円を特別控除。 【令和3年度実績 rTT,976/挙 t市区聴村ヽこよう綴 蒙 拗 】

|百特例の期限を令和9年末まで延長。買主が売買契約に基づき譲渡後に耐震改修又
は除却した場合も、特別控除を適用できるよう拡充。(令翻5年度税詩1改正)

校相続人が住んでいた
家崖 (か 敷地

<特定空家に対する措置 (現行)>
市区町村長から勧告を受けた特定空家の敷地について

固定資産税の住宅用地特例を解除。

韓 り織潜 )>  |
市区町村長から勧告を受けた管理不全空家の敷地につ

いても、住宅用地特例を解除。

200ドを超える
部分

1/3に減額

200下以下
の部分

1/6に減額

住宅用地特例

固定資産税の

課税標準

現行

拡充

空き索

空 き家

買主が工事を実施

と

ヽ

書

,α卒目紛人が1主んでいた
家駐 i工 )・ 敷地

※昭和56年 5月 31日 以前に建築された家屋に限る。

※相続開始の直前に被相続人が老人ホーム等に入所していた場合、一定要件を満たせば適用対象となる。

税制措置
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